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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。また、第95期中間会計期間、第95期事業年度、第96期中間会計期間、第96期事

業年度及び当中間会計期間において持分法を適用した場合の投資利益又は投資損失は生じておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株予約権等の残高はあるものの中間（当

期）純損失のため記載しておりません。 

回次 第95期中 第96期中 第97期中 第95期 第96期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

提出会社の経営指標等           

売上高（千円） 315,517 323,754 310,169 641,474 658,222 

経常損失（千円） 101,859 124,931 117,912 151,493 160,516 

中間（当期）純損失（千円） 420,239 120,357 170,947 693,332 250,554 

持分法を適用した場合の投資

利益又は投資損失（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 7,186,901 273,598 442,723 7,186,901 442,723 

発行済株式総数（株） 166,701,964 171,921,261 195,064,111 166,701,964 195,064,111 

純資産額（千円） 495,668 207,521 240,600 223,973 413,553 

総資産額（千円） 789,228 542,352 507,577 538,513 675,715 

１株当たり純資産額（円） 2.97 1.21 1.23 1.34 2.12 

１株当たり中間（当期）純損

失金額（円） 
2.52 0.72 0.88 4.16 1.43 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 62.8 38.3 47.4 41.6 61.2 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△94,266 △97,690 △137,335 △129,667 △171,733 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
25,592 △330 △46,803 28,532 2,796 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
9,963 92,078 △1,248 49,955 395,606 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
31,787 33,375 80,601 39,318 265,988 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 

18 

[9] 

16 

[9] 

17 

[9] 

17 

[9] 

17 

[9] 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人数であります。 

(2）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、当社従業員のみをもって組織とする単一組合であります。同組合は上部団体として、「全国

金属機械労働組合」に加盟しております。 

 平成17年９月30日現在組合員数は７名で、労使関係は極めて円満に維持されております。 

  平成17年９月30日現在

  電機事業 

従業員数（名） 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期におけるわが国の経済は、個人消費の穏やかな回復や企業収益の改善、民間設備投資の増加などがみら

れ、政府日銀による「景気の踊り場脱却」宣言が出されるなど景気の穏やかな回復基調が見られましたものの、原

油価格の急騰や素材となる一次産品の値上げから一部不透明感も漂っております。 

 当社を取り巻く環境におきましては、民間企業の設備投資の増加はあるものの、その主力となる公共投資におい

て未だ抑制傾向が続いており、市場規模の小さい当業界の中で受注競争の激化、材料の値上げ要請に歯止めがかか

らずきわめて厳しい状況下にあります。 

 このような状況の中で、当社の売上高は3億１千万円（対前年同期比4.2％減少）となりました。産業用照明器具

群が2億1千4百万円（対前年同期比89.2％）、電気工事材群が2百万円（対前年同期比88.2％）、制御機器群は9千3

百万円（対前年同期比115.8％）となりました。同業他社の低価格攻勢より売上高は前年を下回りましたが、選別

受注・販売の更なる徹底を図ったことで売上総利益7千7百万円（対前年同期比10.4%増加）となり粗利25％を確保

しました。しかしながら、営業利益につきましては1億1千7百万円の営業損失（対前年同期比27.2%増加）、経常利

益につきましては1億1千7百万円の経常損失（対前年同期比5.6％減少）となり、中間利益につきましては、本年度

より「固定資産の減損に係る会計基準」適用により、中間純損失1億7千万円（対前年同期比42.0％増加）となりま

した。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ１億８千５百万

円減少し、当中間会計期間末には８千万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は１億3千７百万円の収支マイナス（前年同期９千7百万円の収支マイナス）となり

ました。 

 これは、粗利益率の改善と経費の削減に努めたものの、黒字化には至らず、１億１千７百万円の営業損失を計上

したことが主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 主に投資有価証券の取得により４千６百万円の収支マイナス（前年同期０百万円の収支マイナス）となりまし

た。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 １百万円の収支マイナス（前年同期は新株発行による収入あり９千２百万円の収支プラス）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．当社製品は多種多様にわたっており、数量表示が困難なので数量の記載を省略しております。 

２．金額は販売価格に基づいております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．当社製品は多種多様にわたっており、数量表示が困難なので数量の記載を省略しております。 

    ２．金額は販売価格に基づいております。 

事業部門の名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

  産業用照明器具群 209,138 126.1 

電機事業 電気工事材群 2,264 143.2 

  制御機器群 26,980 103.4 

合計 238,383 123.1 

事業部門の名称 受注高（千円） 
前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

  産業用照明器具群 215,006 88.6 31,846 90.2 

電機事業 電気工事材群 2,226 85.5 106 67.5 

  制御機器群 92,335 103.2 10,120 83.7 

合計 309,569 92.5 42,072 88.5 

事業部門の名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

  産業用照明器具群 214,502 89.2 

電機事業 電気工事材群 2,264 88.2 

  制御機器群 93,402 115.8 

合計 310,169 95.8 



３【対処すべき課題】 

 民間設備投資に明るさは見え始めたものの、当業界の主力であります公共投資の削減が益々顕著になり、同業他社

との間で価格競争が一層激しさを増す環境下で、当社は次の課題に最優先で取組んでまいります。 

 ①産業用照明器具群の受注の強化と、制御機器群の新規受注による収益基盤の拡大を図る。 

 ②生産効率の改善を推進し、生産性のアップを図る。 

 ③事業再生投資を今後も積極的に行い、収益基盤の強化を推進する。 

 ④業績の回復を目指し復配を実現する。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

   電機事業 

産業用照明器具群 

 新製品の開発は、将来の収益基盤となる商品造りとして重要な課題と認識をしております。当中間会計期間にお

きましては、新型電路配管器具の開発に着手しており、その試作費用683千円計上しております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年６月27日定時株主総会決議 

 （注）１． 当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、

次の算式により調整されるものとします。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行

使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとします。 

  

     ２． 払込金額は、株式の分割または併合が行われる場合、上記払込み金額は分割または併合の比率に応じ次の

算式により調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

  また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）また

は自己株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げます。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 590,000,000 

計 590,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月19日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 195,064,111 195,064,111 
東京証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 195,064,111 195,064,111 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 14,822 14,822 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
   14,822,000 

        （注）１ 

   14,822,000 

        （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
１株当たり23 

 （注）２ 

１株当たり23 

 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成14年７月15日から 

平成24年５月31日まで 

平成14年７月15日から 

平成24年５月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格    23 

 資本組入額   12 

 発行価格    23 

 資本組入額   12 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ （注）３ 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の割合 



  

        ３．ア 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社ならびに当社関連会社の取締役、監 

  査役もしくは従業員の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正  

  当な理由のある場合はこの限りではありません。 

 イ 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとします。 

     ただし、例外として取締役会の承認を条件として、新株予約権を譲渡することができます。 

  ウ 権利行使期間中に死亡した割当てを受けた者の相続人は、１名に限り権利を承継することができま 

   す。 

               ただし、再承継はできません。 

  エ その他の権利行使の条件については、平成14年６月27日開催の定時株主総会および新株予約権発  

   行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権付与 

     契約」で定めるところによります。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

       新規発行 

（処分）株式数 
× １株あたりの払込金額 

     
既発行株式数＋

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額×
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減高（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～

平成17年９月30日 

  

― 195,064,111 ― 442,723 ― 220,375 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式数に対
する所有株式数の
割合（％） 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 13,766 7.06 

ニュー・メディア・ジャパン

インコーポレイテッド 

東京都千代田区三番町24 三番町MYビル３

階 
12,302 6.31 

オーバーオール インベスト

メント リミテッド 

（常任代理人 大木 基至） 

Commence Chambers, Road Town, Tortola, 

British Virgin Island 

（神奈川県津久井郡藤野町1778） 

11,428 5.86 

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目13-14 5,178 2.65 

一村哲也 
東京都港区六本木1丁目5-3 泉ガーデンレ

ジデンス1302 
2,600 1.33 

世古克美 大阪府大阪市都島区友淵町1丁目5-2-109 2,002 1.03 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町2丁目六番四号 1,647 0.84 

金子博克 
埼玉県さいたま市大宮区桜木町４丁目598-

５ 
1,001 0.51 

小林律子 埼玉県入間郡越生町竜ケ谷452 970 0.50 

宗教法人龍穏寺 埼玉県入間郡越生町竜ケ谷452-1 960 0.49 

計   51,854 26.58 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が293千株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数293個が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注）１．上記のほか、株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株（議決

権の数１個）あります。 

なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

   前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  (1）新任役員 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（注）１ 
普通株式   59,000 － － 

完全議決権株式（その他）（注）２ 普通株式 194,870,000 194,870 － 

単元未満株式 普通株式   135,111 － 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 195,064,111 － － 

総株主の議決権 － 194,870 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

森電機株式会社 
東京都港区高輪二

丁目15番８号 
59,000 － 59,000 0.03 

計   59,000 － 59,000 0.03 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 15 14 102 72 98 89 

最低（円） 13 12 12 41 42 65 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

就任年月日

 取締役   岩間 弘道  昭和31年８月24日生

昭和55年４月  株式会社日本長期信用銀行

入行 

平成12年４月  株式会社整理回収機構入社 

平成17年７月  当社取締役就任（現任） 

―株  
平成17年 

７月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）の中間財務諸表については東京国際監査法人により中間監査を受け、また、当中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表については明誠監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

前中間会計期間  東京国際監査法人 

当中間会計期間  明誠監査法人 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預
金 

  33,375   80,601 265,988   

２．受取手形   91,662   101,097 117,950   

３．売掛金   141,998   131,854 116,701   

４．たな卸資産   49,464   75,447 63,777   

５．その他 ※3  27,301   36,541 20,086   

  貸倒引当金   △8,082   △264 △7,175   

流動資産合計    335,720 61.9 425,278 83.8   577,328 85.4

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資
産 

※１        

(1）建物   36,123   2,240 34,540   

(2）その他   55,300   25,688 51,081   

計   91,423   27,929 85,622   

２．無形固定資
産 

  2,916   2,195 2,916   

３．投資その他の
資産 

         

(1）投資有価証
券 

  －   50,433 8,107   

(2）長期未収入
金 

  198,000   198,739 198,739   

(3）その他   43,042   19,992 19,992   

 貸倒引当金   △128,751   △216,992 △216,992   

計   112,290   52,174 9,848   

固定資産合計    206,631 38.1 82,299 16.2   98,387 14.6

資産合計    542,352 100.0 507,577 100.0   675,715 100.0 

           

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形   90,382   98,909 88,183   

２．買掛金   65,199   59,456 71,707   

３．未払金   －   27,606 －   

４．賞与引当金   2,557   1,184 703   

５．その他   43,812   4,106 21,618   

流動負債合計    201,952 37.2 191,263 37.7   182,212 27.0

Ⅱ 固定負債          

１．新株予約権   47,500   － －   

２．退職給付引当
金 

  42,366   31,718 36,545   

３．役員退職慰労
引当金 

  30,765   36,430 33,498   

４．その他   12,246   7,564 9,906   

固定負債合計    132,878 24.5 75,713 14.9   79,949 11.8

負債合計    334,831 61.7 266,977 52.6   262,162 38.8

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金    273,598 50.4 442,723 87.2   442,723 65.6

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金   51,250   220,375 220,375   

資本剰余金合
計 

   51,250 9.4 220,375 43.4   220,375 32.6

Ⅲ 利益剰余金          

中間（当期）
未処理損失 

  120,357   421,502 250,554   

利益剰余金合
計 

   △120,357 △22.1 △421,502 △83.0   △250,554 △37.1

Ⅳ その他有価証券
評価差額金 

   3,917 0.7 211 0.0   2,048 0.3

Ⅴ 自己株式    △886 △0.1 △1,207 △0.2   △1,038 △0.2

資本合計    207,521 38.3 240,600 47.4   413,553 61.2

負債資本合計    542,352 100.0 507,577 100.0   675,715 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    323,754 100.0 310,169 100.0   658,222 100.0 

Ⅱ 売上原価    253,643 78.4 232,781 75.0   497,014 75.5

売上総利益    70,111 21.6 77,387 25.0   161,207 24.5

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

   162,674 50.2 195,130 62.9   326,497 49.6

営業損失    92,563 △28.6 117,742 △37.9   165,289 △25.1

Ⅳ 営業外収益          

１．受取利息   676   0 677   

２.その他   505   267 40,040   

営業外収益合
計 

   1,182 0.4 268 0.1   40,717 6.2

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息及び
割引料 

  659   159 1,011   

２．新株予約権   32,858   － 34,858   

３．その他   33   278 74   

営業外費用合
計 

   33,551 10.4 438 0.2   35,944 5.5

経常損失    124,931 △38.6 117,912 △38.0   160,516 △24.4

Ⅵ 特別利益    5,825 1.8 7,100 2.3   14,552 2.2

Ⅶ 特別損失          

１.減損損失 ※2  －   58,883 －   

２．その他   －   － 102,088   

特別損失合計    － － 58,883 19.0   102,088 15.5

           

税引前中間
（当期）純損
失 

   119,106 △36.8 169,696 △54.7   248,052 △37.7

法人税、住民
税及び事業税 

  1,251   1,251 2,502   

法人税等調整
額 

  － 1,251 0.4 － 1,251 0.4 － 2,502 0.4

中間（当
期）純損失 

   120,357 △37.2 170,947 △55.1   250,554 △38.1

前期繰越損失    6,964,553 250,554   6,964,553 

   減資による繰越 
損失填補額 

   6,964,553 －   6,964,553 

   中間（当期）未
処理損失 

   120,357 421,502   250,554 



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

１．税引前中間（当期）純損
失 

  △119,106 △169,696 △248,052 

２．減価償却費   4,772 908 9,559 

３．投資有価証券売却益   － － △146 

４．固定資産除却損   － － 3,088 

５．減損損失    － 58,883 － 

６．賞与引当金の増減額（減
少△） 

  △4,080 480 △5,934 

７．退職給付引当金の増減額
（減少△） 

  △2,923 △4,826 △8,744 

８．貸倒引当金の増減額（減
少△） 

  △391 △6,911 86,942 

９．役員退職慰労引当金の増
減額（減少△） 

  245 2,932 2,978 

10．受取利息及び受取配当金   △799 △8 △814 

11．支払利息   659 159 1,011 

12．新株予約権発行費   32,858 － 32,018 

13．新株予約権失効益   － － △39,250 

14．売上債権の増減額（増加
△） 

  △9,494 1,699 △10,485 

15．たな卸資産の増減額（増
加△） 

  △4,691 △11,670 △19,004 

16．仕入債務の増減額（減少
△） 

  16,254 △1,524 20,563 

17．未払消費税等の増減額
（減少△） 

  578 1,935 △3,402 

18．その他流動資産の増減額
（増加△） 

  3,496 △18,390 7,047 

19．その他固定資産の増減額
（増加△） 

  － － 11,019 

20．その他流動負債の増減額
（減少△） 

  △11,179 11,346 △6,923 

21．その他固定負債の増減額
（減少△） 

  △1,080 － － 

 小計   △94,882 △134,682 △168,529 

22．利息及び配当金の受取額   124 8 738 

23．利息の支払額   △772 △159 △1,440 

24．法人税等の支払額   △2,160 △2,502 △2,502 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  △97,690 △137,335 △171,733 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

１．有形固定資産の取得によ
る支出 

  △330 △1,378 △2,403 

２．投資有価証券の取得によ
る収入 

  － △45,424 － 

３．投資有価証券の売却によ
る収入 

  － － 200 

４．貸付金の回収による収入   － － 5,000 

投資活動によるキヤッシ
ュ・フロー 

  △330 △46,803 2,796 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

１．短期借入金の純増減額(減
少△) 

  △25,000 － △50,000 

２．新株発行による収入   100,000 － 430,000 

３．自己株式の取得による支
出 

  △62 △168 △214 

４．新株予約権の発行による
収入 

  17,141 － 50,000 

５．新株予約権発行費    － － △32,018 

６．その他    － △1,080 △2,160 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  92,078 △1,248 395,606 

  
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
額(又は減少額) 

  △5,942 △185,386 226,669 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  39,318 265,988 39,318 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
（期末）残高 

※  33,375 80,601 265,988 

      



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社は、本業の電機事業において、売上高

は３億２千３百万円（対前年同期比

102.6％）に増加しましたが、営業損失を９

千２百万円（対前年同期比99.2％）計上する

こととなりました。 

  その結果、当中間会計期間においても、営

業損失が継続的に発生しており、また、当中

間会計期間の営業キャッシュ・フローは、９

千７百万円のマイナスとなっております。 

  

 これらの状況により、当社は、継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。 

 当社は、当該状況を解消すべく下記の通り

対応しております。 

 従いまして、中間財務諸表は継続企業を前

提に作成されており、このような重要な疑義

の影響を財務諸表には反映しておりません。 

 当社は、本業の電機事業において、売上高

は３億１千万円（対前年同期比95.8％）に減

少し、営業損失を１億１千７百万円（対前年

同期比127.2％）計上することとなりまし

た。 

 その結果、当中間会計期間においても、営

業損失が継続的に発生しており、また、当中

間会計期間の営業キャッシュ・フローは、１

億３千７百万円のマイナスとなっておりま

す。 

 これらの状況により、当社は、継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。 

 当社は、当該状況を解消すべく下記の通り

対応しております。 

 従いまして、中間財務諸表は継続企業を前

提に作成されており、このような重要な疑義

の影響を財務諸表には反映しておりません。 

 当社は、本業の電機事業において、売上高

６億５千８百万円（対前期比１千６百万円増

加）、売上総利益１億６千１百万円（対前期

比１千万円増加）となりましたが、固定費の

増加により営業損失が継続的に発生しており

ます。 

  電機事業において、製造原価の逓減によ

る事業のリストラを推進し、製造固定費を１

千９百万円削減。また、部製品（防爆照明器

具及び電路配管材）について、外部メーカー

と生産委託契約を締結し、第95期後半より本

格的な生産委託を行っております。 

 このようなの状況により、当社は継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。 

 当社は、当該状況を解消すべく下記の通り

対応しております。 

 従いまして、財務諸表は継続企業を前提に

作成されており、このような重要な疑義の影

響を財務諸表には反映しておりません。 

記 

１．経営計画の目的と施策 

① 財務体質の改善のための固定費の削減 

・製造部門において対前年度比86.7%

に削減することができました。今後

は変動費の上昇が一層増加すると懸

念されますので製品の改良改善等見

直しを行なうとともに原価低減の推

進いたします。 

 通期におきましては、当中間期に

おいて発生した新株発行費用や総会

費用等が減少し、固定費の大幅な削

減が可能となります。 

・全社の組織及びシステムの再検討を

行い、組織の効率化と固定費の削減

を推進してまいります。 

記 

１．経営計画の目的と施策 

① 財務体質の改善のための固定費の削減 

・社内生産の効率化と外部メーカーへ

の生産委託による成果として、製造

労務費を対前年同期比で19.2％削減

することができました。 

・今後は、原油価格の高騰や素材とし

ての一次産品の上昇が懸念されます

が、製品の改良改善や生産効率の向

上に努め製造原価の低減を図ってま

いります。 

・全社の組織及びシステムの再検討を

行い、組織の効率化と固定費の削減

を推進してまいります。 

記 

１．経営計画の目的と施策 

① 財務体質の改善のための固定費の削減 

・生産委託の本格稼動と社内生産の効

率化による成果として、製造労務費

を対前期比で6.9％削減することが

できました。 

・今後は、材料費の上昇が懸念されま

すが、製品の改良改善や生産効率の

向上に努め原価低減を図ってまいり

ます。 

・全社の組織及びシステムの再検討を

行い、組織の効率化と固定費の削減

を推進してまいります。 

② 電機事業の売上拡大 

・収益率の高い産業用照明器具群の積

極的販売促進を行った結果、売上高

が対前年度より4.7％増加いたしま

した。今後も継続して販売促進の強

化を図ってまいります。 

 ・制御機器群の新製品の開発を行

い、異業種に参入すべく商品の開発

を行なっております。 

② 電機事業の再構築 

・産業用照明機器群の当事業年度上期

の売上高は同業他社の低価格攻勢に

より、対前年同期比10.8％の減少、

もう一方の主柱であります制御機器

群は新規先開拓もでき15.8％の増加

となりました。今後は高付加価値商

品たる産業用照明機器群の価格維持

を図ると共に新規先に向け積極的に

販売してまいります。 

② 電機事業の再構築 

・高付加価値商品である省エネ照明器

具の販売が順調に推移しており、産

業用照明機器群の当事業年度通期の

売上高は、対前年同期比4.6％の増

加であった。また、制御機器群も

3.5％の増加となり、今後は高付加

価値商品を積極的に販売してまいり

ます。 

・不採算部門の撤退 

 ほぼ完了したため補修用部品の生産

で今後も継続いたします。 

・不採算部門の縮小 

 赤字部門の電気工事材群の縮小は完

了しましたので、今後は現況を維持

していきます。 

・不採算部門の縮小 

赤字部門の電気工事材群の縮小はほ

ぼ完了しましたので、今後は現況を

継続していきます。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

・得意分野へのノウハウの活用 

当社の創業以来の商品である産業用

照明器具群は多大なノウハウが蓄積

されており、このノウハウを活かし

て他社の商品開発（OEM商品）を積

極的に行い、受注に繋げて売上高の

拡大を図ります。 

・得意分野へのノウハウの活用 

当社の創業以来の商品である産業用

照明機器群は永年に亘り培われた技

術力とノウハウが蓄積されており、

この技術力やノウハウを活かして他

社の商品開発（OEM商品）や現行の

商品の改良改善を積極的に行い、受

注に繋げて売上高の拡大を図りま

す。 

・得意分野へのノウハウ活用 

当社の創業以来の商品である産業用

照明機器群は多大なノウハウが蓄積

されており、このノウハウを活かし

て他社の商品開発（OEM 商品）や現

行の商品の改良改善を積極的に行

い、受注に繋げて売上高の拡大を図

ります。 

＜当社経営計画の概要＞ 

（計画期間は平成16年４月から平成17年３

月） 

＜当社経営計画の概要＞ 

（計画期間は平成17年４月から平成18年３

月） 

＜当社経営計画の概要＞ 

（計画期間は平成17年４月から平成18年３

月） 

  
平成16
年度上
期計画 

同左 
実績 
(A) 

平成16
年度下
期計画 
(B) 

平成16
年度見
込 
(A)＋(B) 

売上高 
(百万円) 

314 323 317 640 

営業利
益 
(百万円) 

△66 △92 △39 △131 

経常利
益 
(百万円) 

△86 △124 △47 △171 

当期純
利益 
(百万円) 

△87 △120 △53 △173 

  
平成17
年度上
期実績 

平成17
年度下
期計画 

平成17
年度見
込 

売上高 
(百万円)

310 325 635 

営業利
益 
(百万円)

△117 △65 △182 

経常利
益 
(百万円)

△117 △100 △217 

当期純
利益 
(百万円)

△170 △102 △272 

平成17
年度上
期計画 

平成17
年度下
期計画 

平成17
年度見
込 

売上高 
(百万円)

330 340 670 

営業利
益 
(百万円)

△64 △68 △132 

経常利
益 
(百万円)

△70 △77 △147 

当期純
利益 
(百万円)

△73 △92 △165 

 平成16年度（平成16年４月から平成17年

３月）の計画においては、残念ながら継続

して営業損失が発生すると予想されます

が、全社一丸となり、なるべく早期に黒字

への転換がはかれるよう努力してまいりま

す。 

 平成17年度（平成17年４月から平成18年

３月）の計画においては、残念ながら継続

して営業損失が発生すると予想されます

が、全社一丸となり、なるべく早期に黒字

への転換がはかれるよう努力してまいりま

す。 

   平成17年度（平成17年4月から平成18年

３月）の計画においては、残念ながら継

続して営業損失が発生すると予想されま

すが、全社一丸となり、なるべく早期に

黒字への転換がはかれるよう努力してま

いります。 

２．資金繰りについて 

 当社は損失額が減少しているものの、継

続的に営業損失が発生しているため、資金

繰りは赤字となっております。 

 そこでこれを補うために平成16年４月６

日に発行した新株予約権を平成16年11月24

日までに計1５個行使していただき、総額1

億５千万円の資金調達を致しました。  

 今後も、新株予約権の行使をしていただ

き、資金調達を行なう予定をしておりま

す。 

 また、今後、投資先企業への追加の資金

負担はない見込みです 

２．資金繰りについて 

 当社は、継続的に営業損失が発生してい

るため、資金繰りは赤字となっておりま

す。 

 そこでこれを補うために保有有価証券の

売却、役員によるストックオプションの行

使および株主からの借入金により、今期の

営業活動に際し必要な資金は確保される見

込みであります。 

２．資金繰りについて 

 当社は損失額が減少しているものの、継

続的に営業損失が発生しているため、資金

繰りは赤字となっております。 

 そこでこれを補うために第96期において

新株予約権を発行し、総額４億８千万円を

調達いたしました。この結果、平成17年度

期首における現金および現金同等物の残高

は２億６千５百万円あり、今期営業活動に

際し必要な資金は確保されております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① 関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

① 関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

① 関連会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しております） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品 

 先入先出法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

  製品・仕掛品・材料 

 移動平均法による原価法 

製品・仕掛品・材料 

同左 

製品・仕掛品・材料 

同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物       10年～60年 

機械装置     ５年～12年 

    

  

  

３．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費については支出時

に全額費用として処理しており

ます。 

(1）     同左 (1）     同左 

４．引当金の計算基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、次のように計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  ａ．一般債権 

 実績繰入率による繰入額を

計上しております。 

    

  ｂ．貸倒懸念債権及び破産更生

債権 

 個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

    

  (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支払見込額に基づ

き計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規定

に基づく、中間会計期間末支給

見込額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

出に備えるため、役員退職慰労

金規定に基づく期末支給見込額

を計上しております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンスリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書(キャッシュ・フ

ロー計算書)における資

金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(イ）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

(イ）消費税等の会計処理 

同左 

(イ）消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより、営業損失及び経常損失

はそれぞれ3,058千円減少し、税引前中間

純損失は55,825千円増加しております。 

   なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。 

───── 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

1.「未収入金」は、当中間会計期間末において金額的重

要性が乏しくなったため流動資産の「その他」に含めて

おります。 

 なお、当中間会計期間末の「その他」に含まれている

「未収入金」は3,609千円であります。 

2.「建物」は、前中間会計期間まで、有形固定資産に含

めて表示しておりましたが、当中間会計期間末において

資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「建物」の金額は40,224千

円であります。 

3.「投資有価証券」は、当中間会計期間末において金額

的重要性が乏しくなったため投資その他の資産の「その

他」に含めております。 

 なお、当中間会計期間末の「その他」に含まれている

「投資有価証券」は11,290千円であります。 

4.「長期滞留債権」は当中間会計期間末において金額的

重要性が乏しくなったため投資その他の資産の「その

他」に含めております。 

 なお、当中間会計期間末の「その他」に含まれている

「長期滞留債権」は2,000千円であります。 

 

（中間損益計算書） 

1.「受取配当金」は、当中間会計期間において金額的重

要性が乏しくなったため、営業外費用の「その他」に含

めております。 

 なお、当中間会計期間の「その他」に含まれている

「受取配当金」は122千円であります。 

2.「貸倒引当金戻入益」は、当中間会計期間において金

額的重要性が乏しくなったため、特別利益の「その他」

に含めております。 

 なお、当中間会計期間の「その他」に含まれている

「貸倒引当金戻入益」は767千円であります。 

（中間貸借対照表） 

1.「投資有価証券」は、前中間会計期間において投資そ

の他の資産の「その他」に含めて表示しましたが、当中

間会計期間末において資産の総額の100分の5を超えたた

め区分掲記しました。 

2.「未払金」は、前中間会計期間まで、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間

末において負債及び資本の合計額の100分の５を超えたた

め区分掲記しました。 



追加情報  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ──────  ──────  外形標準課税 

     「地方税法等の一部を改正する法律」(平成

15年法律第９号)が平成15年３月31日に公布さ

れ、平成16年４月１日以降に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入されたことに

伴い、「法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税

の付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。 この

結果、従来と同一の方法を採用した場合に比

べ、販売費及び一般管理費が1,349千円増加

し、営業損失、経常損失及び税引前当期純損

失が1,349千円増加しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

426,802 千円 

  ２ 受取手形裏書譲渡高 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

   16,272千円 

  ２ 受取手形裏書譲渡高 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

386,665千円 

  ２ 受取手形裏書譲渡高 

                 21,678千円                 13,651千円                 19,729千円

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 減価償却実施額 

有形固定資産         4,772千円 

 １ 減価償却実施額 

 有形固定資産          908千円 

※２ 減損損失 

  当中間会計期間において、当社は以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。 

 当社は、当期より減損会計を適用することと

し、減損の兆候の有無について検討した結果、

当社の電気事業は継続して営業キャッシュフロ

ーがマイナスであるため、上記の通り、本社及

び小山工場を含む資産グループに関して、回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（58,883千円）として特別損失に計上しまし

た。その内訳は、建物附属設備32,827千円、機

械及び装置10,437千円、車両運搬具211千円、工

具器具備品14,686千円及び電話加入権720千円で

あります。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は正

味売却価額（処分見込み価額から処分費用見込

み額を控除した額）により測定しております。 

場所 用途 種類 

 本社（東京

都 港区） 

統括及び販

売業務施設 

建物附属設

備、車両運

搬具、工具

器具備品及

び電話加入

権 

 小山工場

（栃木県小

山市） 

産業用照明

器具及び電

気工事材製

造設備 

建物附属設

備、機械及

び装置、車

両運搬具、

工具器具備

品及び電話

加入権 

１ 減価償却実施額 

有形固定資産       9,559千円 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）  

現金及び預金勘定 33,375千円 

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
－  

現金及び現金同等物 33,375千円 

現金及び預金勘定 80,601千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
－  

現金及び現金同等物 80,601千円

現金及び預金勘定 265,988千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
－  

現金及び現金同等物 265,988千円

     ２．重要な非資金取引の内容 

新株予約権の行使 

新株予約権の行使に 

よる資本金増加額 

 

  

5,375

  

  

千円

新株予約権の行使によ    

る資本準備金増加額 5,375 千円

  10,750 千円

      



（リース取引関係） 

 注記の対象とすべき重要性のあるリース取引はありません。なお、前中間会計期間および前事業年度においても

注記の対象とすべき重要性のあるリース取引はありません。 

  

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 4,353 10,936 6,583 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

合計 4,353 10,936 6,583 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 353 

非上場新株予約権証券 ― 

合計 353 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 49,777 50,133 356 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

合計 49,777 50,133 356 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 300 

非上場新株予約権証券 ― 

合計 300 



前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成

17年９月30日）及び前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社は、デリバディブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

  

（持分法損益等） 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 4,353 7,807 3,454 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

合計 4,353 7,807 3,454 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 300 

非上場新株予約権証券 ― 

合計 300 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

関連会社に対する投資の

金額（千円） 
0 0 0 

持分法を適用した場合の

投資の金額（千円） 
－ － － 

持分法を適用した場合の

投資利益又は投資損失の

金額（千円） 

－ － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

      該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 １円 21銭

１株当たり中間純損失 ０円 72銭

１株当たり純資産額 １円 23銭

１株当たり中間純損失  ０円 88銭

１株当たり純資産額 ２円 12銭

１株当たり当期純損失 １円 43銭

 なお、潜在株式調整後１株当り中

間純利益については、新株予約権等

の残高はありますが、中間純損失が

計上されているため記載をしており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当り中

間純利益については、新株予約権等

の残高はありますが、中間純損失が

計上されているため記載をしており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新株予約権

等の残高はありますが、当期純損失

が計上されているため記載をしてお

りません。  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 120,357 170,947 250,554 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（千円） 
120,357 170,947 250,554 

期中平均株式数（千株） 170,175 195,007 175,368 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

  商法第280条ノ20及

び商法第280条ノ21の

規定に基づく新株予約

権（ストックオプショ

ン）１種類、その新株

予約権の目的となる株

式の数14,852千株。新

株予約権２種類、その

新株予約権の目的とな

る株式の数95,000千

株。 

  商法第280条ノ20及

び商法第280条ノ21の

規定に基づく新株予約

権（ストックオプショ

ン）。新株予約権の目

的となる株式の数

14,822千株。 

  商法第280条ノ20及

び商法第280条ノ21の

規定に基づく新株予約

権（ストックオプショ

ン）。新株予約権の目

的となる株式の数

14,822千株。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第96期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成16年12月７日

森電機株式会社       

  取締役会 御中   

  東京国際監査法人   

  
指定社員
業務執行社員 

公認会計士 太田 眞晴   印

  
指定社員
業務執行社員 

公認会計士 武田 剛    印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている森電機株

式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第96期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、森電機株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は営業損失が継続的に発生しており、また、当中間会計期間の営業

キャッシュ・フローはマイナスであることから、継続企業に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計

画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響

を財務諸表には反映していない。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

                                                  以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成17年12月16日

森電機株式会社       

  取締役会 御中   

  明誠監査法人   

  
指定社員
業務執行社員 

公認会計士 武田 剛    印

  
指定社員
業務執行社員 

公認会計士 田之倉 敦司 印

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている森電機株

式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第97期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、森電機株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1日から

平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は営業損失が継続的に発生しており、また、当中間会計期間の営業

キャッシュ・フローはマイナスであることから、継続企業に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計

画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響

を財務諸表には反映していない。 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                   以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 
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